予算要求資料
平成27年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費　　　
	事業名　岐阜メモリアルセンター備品等整備費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　清流の国推進部　スポーツ推進課　施設管理係　電話番号：058-272-1111（内2947）

　　　　　　　E-mail：c11172@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　161,136千円（前年度予算額：19,300千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	19,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,300

	要求額
	161,136
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	161,136

	決定額
	65,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	65,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
岐阜メモリアルセンターの機能維持、及び、施設利用者の利便性向上、安全
性確保を図るため、備品の整備を行う。
　陸上競技場の公認期間が満了することから、今後も公認競技施設として運営していくために、必要備品を整備し、公認継続を受ける。
　　２０２０東京オリンピック・パラリンピックに向けて、県ゆかりのトップアスリートを支援するため、スポーツ科学トレーニングセンター（ＳＳＴＣ）を廃止し、新たに「（仮）スポーツ科学センター（ＳＳＣ）」を設立し、科学的サポートが発揮できる体制を整える。

　　このために必要な機器の導入及び、老朽化した機器の更新を実施する。

（２）事業内容
　　岐阜メモリアルセンター　　　　　　　　　　　　　１４，３６７千円
　陸上競技場公認継続検定必要備品　　　　　　　　　５２，４１９千円
スポーツ科学センター（科学分析機器）９４，３５０千円
（３）県負担・補助率の考え方

　　  県10／10（県有施設の整備であるため）　
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	消耗品費
	3,709
	顕彰プレートの購入　727
公認継続検定　2,982

	役務費
	250
	備品の処分費

	備品購入費
	157,177
	メモリアルセンター
（プールフロア、演台等、トレーニング機器）13,390
公認継続検定（光波距離測定機、写真判定装置）49,437

ＳＳＣ（測定・分析用機器）94,350

	合計
	161,136
	


	　決定額の考え方　

優先順位等を勘案し、所要額を計上します。



４　参考事項
（1） 各計画での位置づけ

・「岐阜県清流の国スポーツ推進条例」の基本理念
・「清流の国ぎふ２０２０プロジェクト」による推進プロジェクト
（２）国・他県の状況

　　　国は「国立スポーツ科学センター（JISS）」を有し、ロンドンオリンピックでは、科学的サポートが功を奏し、史上最多38個のメダル獲得に繋がった。一方、他県では科学的サポートを実施している県はあるが、国のレベルに近い専門的な体制を持つ県はない。

（３）後年度の財政負担

　　　機器の新規整備計画は平成27、28、29年までに完了し、その後は更新等になる。しかし、機器が古くなった場合には新規の整備が必要な場合も出てくる可能性がある。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　機器の整備には多額の予算が必要になり、これを競技団体や民間団体に負担させることは難しく、県負担は妥当である。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　メモリアルセンターの備品のうち、老朽劣化により使用者に危険が及ぶ、競技の進行に支障をきたす等、現在の使用に堪えない物件、利用者から要望の多い物件について、順次更新する。
2020東京オリンピック・パラリンピックに向けて、県ゆかりのトップアスリートを多数輩出するために、科学的サポートを実施できる「（仮）スポーツ科学センター」を設置し、最新の測定・分析ができる機器の導入を平成29年までに完了する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	夏季ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ出場者数
	ロンドン

14人（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	東京

30人（H32）
	％

	冬季ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ出場者数
	ｿﾁ

2人（H26）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	平昌

5人（H30）
	％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	メモリアルセンターではショットクロック、ハンドボールゴール及びネット、電光表示装置を購入した。
平成26年度までは（公財）岐阜県体育協会スポーツ科学トレーニングセンター（SSTC）への委託事業として、高校生を対象とした体力測定・動作分析・トレーニング指導をおこない、測定機器の整備を実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

メモリアルセンターでは経年劣化により作業中の停止が相次ぐ、又は大会での使用に堪えない状態になっている備品の購入により、円滑な施設運営や大会運営ができた。

　　平成26年度は、整備された測定機器を利用し、陸上競技・スキー・フェンシング・レスリング・ホッケー・バスケットボールを中心にサポートしており全国高等学校総合体育大会で上位入賞するなどの成果がある。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「清流の国ぎふ２０２０プロジェクト」において、2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けた県ゆかりのアスリートに対する競技力強化を目標にしている。プロジェクトを推進するためには、科学的サポートのできる体制を整えるとともに、測定・分析機器の整備が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	「（仮）スポーツ科学センター」の機能を発揮するためには、機器の整備は絶対条件であり、オリンピアンの輩出は県民に夢と勇気を与えるものであり、事業の有効性は十分にある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	メモリアルセンターの備品購入は、劣化が進み運営に支障が出ている物等必要最小限とし、効率的に実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ＳＳＣ

・機器の整備とともに、機器を取り扱う人材が必要であり、機器と人材が揃って初めて効果が発揮できる。
メモリアルセンター

・施設の建設から20年以上が経過しており、国体前後に備品の更新時期が集中している。不具合のある機器が多く、引き続き購入が必要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

ＳＳＣ
・機器の整備は3か年計画であり、継続して整備を完了させることが必要である。また、2020年以降もサポートセンター機能は、県の財産として残り、県の競技力向上の中核となることが予想される。

メモリアルセンター

・次年度以降も、老朽劣化により使用者に危険が及ぶ、競技の進行に支障をきたす、現在の規格に適合せず大会が開催できない等、現在の使用に堪えない物件に絞り、備品購入費を要求する。


